
第２号様式（第３条関係） 

事業計画書 

１ 新設する施設等 

名 称   

所 在 地   

種 別 □建物  □設備 

延 べ 床 面 積                  ㎡ 

奨励金の交付の対象と

なる部分の面積 
                 ㎡ 

 

２ 施設等で行う業務 

名 称  該 当 番 号  

概 要 
 

備考 業務が複数ある場合は、表を追加して記入してください。また、該当番号は、次に

掲げる施設のうち該当するものの番号を記入してください。 

⑴ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条に規定する旅客自動車運送事業又

は同法第８０条第１項の規定による許可を受けて自家用自動車を有償で貸し渡す事業

を行う施設 

⑵ 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第２項に規定するホテル営業又は同

条第３項に規定する旅館営業を行う施設 

⑶ 小売業を行う施設 

⑷ 食品衛生法施行令（昭和２８年政令第２２９号）第３５条第１号に規定する飲食店

営業又は同条第２号に規定する喫茶店営業を行う施設 

⑸ 金融業（貸金業を除く。）を行う施設 

⑹ 郵便局 

⑺ 旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第２条第１項に規定する旅行業を行う施設 

⑻ 観光案内を行う施設 

⑼ 冠婚葬祭、各種会議又はイベントを行う施設 

⑽ 企業又は団体が管理事務又は営業活動を行う本社、支社、支店等（窓口における営

業又は商品、機器、資材等の保管に主として供する部分を除く。） 

⑾ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院又は同条第

２項に規定する診療所 



⑿ 薬事法（昭和３５年法律１４５号）第２条第１１項に規定する薬局 

⒀ 学術研究又は開発研究を行う施設 

⒁ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学若しくは高等専門学

校又は同法第１２４条に規定する専修学校 

⒂ 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条第１項に規定する公衆浴場 

⒃ 貸事務所又は貸店舗（前各号に掲げる施設以外の用に供し、又は供することを予定

する部分を除く。） 

⒄ その他市長が必要と認める施設 

 

３ 投下固定資産 

投 下 固 定 資 産 総 額         千円 

 ⑴ 取得資産 

投下固定資産総額         千円 

  【内訳】 

種  類 面積又は数量 取 得 価 格 取得（予定）年月日 

家 屋 
事 業 所  千円 令和  年  月  日 

そ の 他  千円 令和  年  月  日 

償 却

資 産 

構 築 物  千円 令和  年  月  日 

機械及び装置  千円 令和  年  月  日 

そ の 他  千円 令和  年  月  日 

⑵ 賃貸資産 

投下固定資産総額         千円 

  【内訳】 

種 類 数 量 取 得 価 格 賃貸（予定）年月日 

償 却

資 産 

構 築 物  千円 令和  年  月  日 

機械及び装置  千円 令和  年  月  日 

そ の 他  千円 令和  年  月  日 

   備考 取得価格の欄には、ファイナンス・リース契約に含まれる取得価格相当額を記

入してください。 

 

 

 



４ 工期及び事業の開始時期 

工事着工（予定）日   令和  年  月  日 

工事完了（予定）日   令和  年  月  日 

事業の開始（予定）日   令和  年  月  日 

 

５ 資金計画 

投下固定資産総額の資金内訳 

自 己 資 金         千円 

金融機関からの借入れ         千円 

そ の 他 の 資 金         千円 

賃 貸 借 契 約 （ 年 額 ）         千円 

 

６ 担当者 

在 籍 部 署 ・ 役 職  

氏 名  

電 話 番 号 －      － 

 


